
津山市下水道事業固定資産調査及び評価等企業会計移行 

業務委託仕様書 

 

第 1章  総 則 

 

（適用範囲） 

第１条 本仕様書は、津山市（以下「発注者」という。）が、本業務の受託者（以

下「受注者」という。）へ委託する「津山市公共下水道事業、津山市特定環境保

全公共下水道事業、津山市農業集落排水事業（以下「下水道事業」という。）の

企業会計移行に係る固定資産調査・評価業務及び移行支援業務」（以下「本業務」

という。）に適用する。 

 

（目的） 

第２条 本業務は、津山市下水道事業の経営の健全性を確保するとともに、経営基

盤の強化及び適切な資産管理を図るために、下水道事業の会計方式を「官公庁会

計方式」から「企業会計方式」へ移行するため、地方公営企業法の一部適用（以

下「法適用」という。）を目的として、固定資産調査及び評価を行う。また、「企

業会計方式」への移行に必要な業務の支援を行うことを目的とする。 

 

（法適用の概要） 

第３条 法適用の概要は、以下のとおりとする。 

（１） 法の適用時期   平成３０年４月１日（仮稼働 平成２９年４月１日） 

（２） 法の適用範囲   一部適用 

（３） 法適用対象事業  津山市下水道事業 

 

（業務の範囲及び内容） 

第４条 本業務の範囲は、津山市下水道事業に地方公営企業法を適用するために 

必要な業務とし、内容は次のとおりとする。 

(１) 固定資産調査及び評価業務 

下水道事業における現有資産を調査・確認し、各種固定資産情報（取得 

価額、財源等）を取りまとめる。 

(２) 固定資産管理システムの構築 

既に導入されている下水道台帳システムを参照した固定資産管理システ

ムを構築し、あわせて当該固定資産管理システムに登録すべき資産につい

て調査を行い、固定資産の現況を確認するとともに、取得価額、その財源

及び減価償却計算を行い、企業会計移行時の帳簿価額と財源額を評価算定

し、データ整備を行う。 

(３) 企業会計移行支援業務 

  企業会計移行後に発生する固定資産の適切な管理方法の提案、企業会計移

行に必要な事務手続きや作業等を円滑に進めるため、各種支援業務を行う。 



 

（準拠する法令、規則等） 

第５条 本業務の実施にあたっては、業務委託契約書及び本仕様書によるほか、次

の各号に掲げる関係法令及び施行規則等に準拠し実施するものとする。 

 （１）地方公営企業法 

 （２）地方公営企業法施行令 

 （３）地方公営企業法施行規則 

 （４）地方公営企業資産再評価規則 

 （５）地方公営企業法及び同法施行令に関する命令の実施についての依命通達 

 （６）地方自治法 

 （７）地方財政法 

 （８）消費税法 

 （９）下水道法 

（10) 下水道事業に係る繰出基準及び同運用通知 

（11）下水道事業における企業会計導入の手引き（社団法人 日本下水道協会編） 

 （12）その他の関係法令、規程、規則等 

 

（管理技術者及び担当技術者等） 

第６条 受注者は、管理技術者、担当技術者及び照査技術者をもって、秩序正しい

業務を行わせるとともに、本業務の特質を考慮し、企業会計、下水道事業（管路・

土木建築・機械電気）及び情報処理のそれぞれについて、専門的知識と経験を有

する技術者を配置するものとする。 

２ 本業務の管理技術者は、業務全般の管理責任者として、発注者の担当者との協

議、打合せ及び工程及び技術管理を行わなければならない。また、本業務の遂行

に支障をきたすと認められたときには、発注者は、受注者に対し、管理技術者の

変更を求めることができる。 

また、管理技術者は、技術士（上下水道部門－下水道及び総合技術監理部門－上

下水道）の資格を持ち、平成２１年４月１日以降に人口１０万人以上かつ終末処

理場を有する下水道事業を実施する地方公共団体が発注した下水道事業の法適

用に係る固定資産調査等業務を完了した実績を有する者で、下水道事業の固定資

産評価及び地方公営企業への移行に精通し、十分な技能と経験を有する者でなけ

ればならない。 

３ 本業務の担当技術者は、平成２１年４月１日以降に人口１０万人以上かつ終末

処理場を有する下水道事業を実施する地方公共団体が発注した下水道事業の法

適用に係る固定資産調査等業務を完了した実績を有する者で、技術上の担当者と

して、下水道事業の固定資産評価及び地方公営企業への移行に精通し、十分な技

能と経験を有する者でなければならない。 

４ 管理技術者は、退職、死亡、長期療養等、発注者がやむを得ないと認める場合

を除き、変更はできない。また、変更する場合にあっても、同等以上の資格、実

績を有する者を配置しなければならない。 



 

（業務計画） 

第７条 受注者は、本業務の実施にあたり、発注者と十分な協議を行い、次の各号

に掲げる書類を契約締結後１５日以内に提出するとともに、発注者の承認を得な

ければならない。また、受注者は、やむを得ず「業務委託実施計画表」の内容を

変更しなければならない場合には、「業務委託変更計画表」を提出し、発注者の

承諾を得なければならない。 

（１） 業務概要 

（２） 実施方針 

（３） 業務委託実施計画表 

（４） 管理技術者等通知書及び従事者名簿 

（５） 組織表及び緊急連絡表 

（６） 成果品の内容が分かる資料 

（７） その他発注者が指示する書類 

 

（工程管理） 

第８条 受注者は、作業工程に変更が生じる場合は、速やかに「業務委託変更計画

表」を提出し、発注者と協議し承諾を得なければならない。 

 

（品質管理と情報保護対策） 

第９条 受注者は、次の各号に掲げる資格及び認証等を取得していること。（（２）

（３）は、どちらかを取得していればよい。） 

（１）ISO9001（品質マネジメントシステム） 

（２）ISO27001若しくは JISQ27001（情報セキュリティマネジメントシステム） 

（３）JISQ15001（プライバシーマーク） 

 

（守秘義務） 

第 10条 受注者は、本業務の実施に関して知り得た発注者の秘密に属する事項に

ついて、これを第三者に漏らしてはならない。 

 

（転用の禁止） 

第 11条 受注者は、本業務の実施により得た各種情報について、これを発注者の

承諾なく第三者に公表、貸与、或いは無断に使用してはならない。 

 

（損害賠償） 

第 12条 本業務に伴い事故等が発生した場合は、所要の措置を講ずるとともに、

事故発生の原因、経過及び内容等について、直ちに発注者に報告しなければなら

ない。 

２ 前項において生じた損害は、すべて受注者の責任において解決するものとする。 

 



 

（折衝） 

第 13条 本業務の実施中に、関係者又は関係官公庁との折衝を要する場合は、遅

滞なくその旨を発注者に申し出て指示を受けるものとする。 

 

（疑義の解釈） 

第 14条 本業務の実施について、本仕様書及び関係法令等に明示されていない事

項又は疑義を生じた場合は、発注者と受注者で協議を行い、協議が成立しない時

は、発注者の指示に従うものとする。 

 

（打合せ及び報告） 

第 15条 受注者は、本業務の実施前及び実施中における主要な業務打合せにあた

っては、担当技術者を出席させ、発注者と十分に協議するものとする。 

２ 前項の協議内容について、受注者は、「打合せ記録簿」を当該打合せの日から

１０日以内に作成し、発注者と受注者で確認の上、それぞれ１部ずつ保有するも

のとする。 

３ 本業務の実施中、受注者は、「作業月報」等により、進捗状況を、随時発注者

に報告しなければならない。 

 

（検査） 

第 16条 本業務の実施中、受注者は、平成２６年度、２７年度に発注者の中間検

査を、業務完了後は、最終検査を受けるものとし、検査完了合格をもって業務を

完了するものとする。ただし、本業務完了後であっても、成果品に記入漏れ、不

備、誤り又は是正すべき事項等が発見された場合は、受注者は発注者の指示に従

い、責任を持って、速やかに是正するものとする。なお当該是正に係る費用は、

すべて受注者の負担とする。 

 

（委託料の支払い） 

第 17条 発注者は、契約期間の平成２６年度、２７年度に中間検査を行い、また

平成２８年度に最終検査を行い、各検査に合格した場合、受注者に、出来高に応

じて、委託契約書で定める各年度の支払限度額の範囲内で委託料を支払うものと

する。 

 

（業務委託期間） 

第 18条 本業務の委託期間は、契約締結の翌日から平成２９年３月３１日までと

する。 

 

（費用負担） 

第 19条 本業務に係る必要な費用は、本要求事項に明記のないものであっても、

原則として受注者の負担とする。 



 

（契約変更） 

第 20条 本業務において、本要求事項及び委託業務契約書の内容に変更が生じた

場合は、受注者は直ちに発注者に報告し、変更契約を行うものとする。 

 

（再委託の禁止） 

第 21条 受注者は、委託業務の一部を第三者に請け負わせる場合は、あらかじめ

書面により発注者の承諾を得るものとする。また、委託業務が個人情報の取扱い

を伴うものである場合は、その業務の一部（個人情報の取扱いを伴う部分に限

る。）を第三者に委任し、または請け負わせてはならないものとする。 

 

 

第２章  固定資産調査及び評価業務 

 

（目的） 

第 22条 固定資産調査及び評価業務の目的は、業務対象施設の現状や必要図書を

把握し、平成２９年４月１日の企業会計仮開始時における固定資産価額（帳簿価

額）を算定するための資産調査及び評価を実施し、減価償却費算出の基礎となる

資産管理単位毎の取得価額とその財源を算定するものである。 

 

（対象事業） 

第 23条 本業務の対象事業は、次の各号のとおりとする。 

（１） 公共下水道事業（汚水、雨水管路施設、処理場施設、マンホールポンプ

等の各施設を含む。） 

（２） 特定環境保全公共下水道事業（汚水、雨水管路施設、処理場施設、 

マンホールポンプの各施設を含む。） 

（３） 農業集落排水事業（汚水、雨水管路施設、処理場施設、マンホール 

ポンプの各施設を含む。） 

 

（対象資産） 

第 24条 本業務の対象資産は、次の各号のとおりとする。 

（１）土地（処理場施設用地等、管路用地等） 

（２）建物（処理場施設用建物等） 

（３）構築物（管路施設、処理場施設等） 

（４）機械及び装置（電気設備、ポンプ設備、機械設備等） 

（５）量水器（井水用メータ） 

（６）車両運搬具 

（７）工具器具及び備品 

（８）無形固定資産（地上権、施設利用権等） 

 



 

（調査予定数量） 

第 25条 本業務の調査対象資産及び調査予定数量は、次のとおりとする。 

（１）本業務の対象資産は法適用する対象事業が保有する全ての固定資産とする。 

  １）有形固定資産（土地、建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、工具

器具及び備品、建設仮勘定、その他の有形固定資産） 

２）無形固定資産（地上権、借地権、特許権、施設利用権、電話加入権、 

その他の無形固定資産） 

  ３）投資（投資有価証券、基金等） 

（２）本業務の調査予定数量は以下のとおりである。（平成２５年度末現在） 

＜管路施設＞  

 １）公共下水道 

   延長：約３２５．０ｋｍ 

 ２）特定環境保全公共下水道 

   延長：約４０．２ｋｍ 

 ３）農業集落排水 

   延長：約５４．４ｋｍ 

 ４）都市下水路 

   延長：約２．０ｋｍ 

＜マンホールポンプ＞ 

 １）公共下水道 

   箇所：２８箇所 

 ２）特定環境保全公共下水道 

   箇所：１６箇所 

 ３）農業集落排水 

   箇所：８２箇所 

＜ポンプ施設＞※真空ステーション 

 １）公共下水道 

   箇所：２箇所 

＜公共下水道終末処理場施設＞ 

 １）津山浄化センター  （平成 ３年３月供用開始） 

   計画処理能力 ３７,２００㎥／日 

 ２）勝北浄化センター  （平成１４年４月供用開始） 

計画処理能力 ２,６００㎥／日 

＜特定環境保全公共下水道終末処理場施設＞ 

 １）加茂町浄化センター （平成１４年３月供用開始） 

計画処理能力 １,６００㎥／日 

＜農業集落排水終末処理場施設＞ 

 １）新加茂浄化センター （平成１８年３月供用開始） 

計画処理能力  １６２㎥／日 



 ２）黒木浄化センター  （平成１２年３月供用開始） 

計画処理能力   ５７㎥／日 

 ３）下津川浄化センター （平成１５年３月供用開始） 

計画処理能力   ４１㎥／日 

 ４）青柳浄化センター  （平成１３年３月供用開始） 

計画処理能力   ９５㎥／日 

 ５）知和浄化センター  （平成２０年３月供用開始） 

計画処理能力   ７６㎥／日 

 ６）阿波処理施設    （平成１０年１２月供用開始） 

計画処理能力  ３１３㎥／日 

 

（作業項目） 

第 26条 固定資産調査及び評価業務における作業項目の主なものは、次の各号の

とおりとする。 

（１）固定資産調査基本方針の策定 

（２）資料収集、整理及び収集資料一覧表の作成 

（３）建設投資額、財源集計及び整理 

（４）工事関連情報の整理 

（５）固定資産評価マニュアルの作成 

（６）固定資産台帳整備検討及び固定資産管理単位の検討 

（７）間接費の把握、配賦方針の決定及び配賦 

（８）施設資産の調査及びデータ作成（設計書等資料を利用した管路施設、処理

場施設の取得価額の算定及び目視可能な資産についての現地調査を含む） 

（９）受贈資産、除却資産の調査及びデータ作成 

（10）不明資産の調査及びデータ作成 

（11）固定資産評価及び減価償却費の算出 

（12）固定資産管理単位と下水道台帳システムとの調整 

（13）固定資産管理図の作成 

（14）固定資産管理システム構築 

（15）固定資産管理システム操作マニュアルの作成 

 （16）固定資産管理システムへの登録 

 （17）調査資料の整理及び廃棄（廃棄については、発注者が指示する資料に 

ついて、発注者が指示する方法により処分する） 

 

（固定資産調査基本方針の策定） 

第 27条 受注者は、固定資産調査手法について検討を行い、発注者と協議のうえ、

調査手法・調査スケジュールの作成を行う。 

 

（資料収集、整理及び収集資料一覧表の作成） 

第 28条 受注者は、取得価額の設定根拠となる設計書や工事関係資料について、



保管場所、資料の有無及び保管期間等を確認し、必要な資料について収集する。

この際には、必要に応じてヒアリングを実施する。また、収集した資料を、業務

に資する形で整理する。 

２ 資産調査では、建物、構築物、機械及び装置について、設計書、工事関係資料、

その他関連資料より固定資産の内訳を調査し、固定資産の基本データとして整理

する。建物、構築物、機械及び装置以外の有形固定資産、無形固定資産について

は、決算書等その他関連資料より固定資産の内訳を整理する。 

３ 目視可能な資産については、現地調査を実施して、資産の重複、欠落等を防止

するものとする。 

４ 収集、整理を行った資料について、受注者は「収集資料一覧表」を作成し、発

注者に提出する。 

 

（建設投資額、財源集計及び整理） 

第 29条 受注者は、決算資料に基づき「年度別節別歳入歳出決算額一覧表」、「建

設支出・財源総括表」等を作成し、年度ごとの建設改良費の財源内訳及び税抜き

処理を実施する。 

２ 財源区分別に、固定資産一覧として、工事、固定資産名称及び取得価額等が判

別できる「財源区分別固定資産一覧表」を作成する。 

 

（工事関連情報の整理） 

第 30条 受注者は、資産評価の基礎資料として、発注者の所有する工事関連情報

の内容を精査し、必要に応じて修正及び追加し、「年度別工事一覧表」を作成す

るものとする。また、年度ごとに決算書等との整合を確認するものとする。なお、

修正及び追加にあたっては、固定資産の管理単位を考慮し行うものとする。 

 

（固定資産評価マニュアルの作成） 

第31条 受注者は、固定資産調査に先立ち、調査方法、手順、体制等を明らかにす

るため、「固定資産評価マニュアル」を作成し、発注者の承認を受けるものとす

る。「固定資産評価マニュアル」においては、収集資料の状況、既存の資産台帳

の状況等を踏まえ、次の事項について規定する。 

① 固定資産管理単位の検討 

② 資産調査項目 

③ 取得価額及び財源の算定方法（間接費の配賦方法、財源構成の整理） 
④ 帳簿価額の算定方法（減価償却に関する条件等の整理） 
⑤ 受贈資産、除却資産、不明資産等の取扱い 
⑥ その他 

 

（固定資産台帳整備及び固定資産管理単位の検討） 

第 32条 受注者は、固定資産管理単位の検討を踏まえ、固定資産分類基準を作成

するとともに、固定資産台帳を整備するうえで必要な取得価額の算定手法を設定



する。また、資産管理においては、将来の再整備や再構築を考慮し、下水道台帳

での管理が可能な単位で、整備可能な施設名、材質、規格、寸法、能力、数量、

処理区、排水区、みなし償却財源別等に、分類可能な固定資産台帳として検討を

行うものとする。ただし、構築する固定資産管理システムの管理単位との整合を

図ることとする。 

２ 固定資産の管理単位は、原則として、管路施設では、工事単位（管渠及び人孔 

について年度別・工事別に整理）、処理場施設では、国土交通省標準的耐用年数 

表の階層構造に準拠して具体的に維持管理を行っている単位（機械及び電気設備 

は小分類単位、土木建築及び付帯設備は中分類単位）とする。 

３ 本業務で固定資産データの整備にあたり、発注者において過去に導入している

既存の資産台帳における整備状況や管理単位を考慮する。 

 

（間接費の把握、配賦方針の決定及び配賦） 

第 33条 受注者は、直接工事を実施することで取得する資産以外の職員給与費や

事務費等の間接費の把握を行い、配賦方針を決定するとともに、方針に基づき間

接費の配賦を実施する。 

 

（施設資産の調査及びデータ作成） 

第 34条 受注者は、第 28条から前条に基づき、建物、構築物、機械及び装置につ

いて、設計書、工事関係資料及びその他関連資料等から、固定資産の内訳を調査

し、取得時期の把握及び取得価額の算定を行う。 

２ 取得価額においては、取得価額の総額を決定するにあたり、年次単位での決算

書等から事業費の総額との突合を行うとともに、財源内訳の整理を行う。 

３ 取得価額算定を含めた資産データ作成の手順は、概ね次のとおりとする。 

① 施設名のほか、材質、規格、寸法、能力、処理区、排水区、国庫補助率及び

工事負担金の有無等の別に分類する。 

② 材質、規格、寸法、能力、数量、取得年月日及び取得価額等を調書にまとめ

る。 

③ 各年度の決算書から、取得した事業費と上記調書の年度別取得価額の合計額

より、固定資産取得価額の総額の確認を行う。 

④ 共通経費等間接費に相当する金額については、発注者において把握可能な単

位で資料の提示を受け、前条に基づき、当該項目に適正な按分、配賦、若しく

は直接計上が可能かどうかを発注者と受注者で検討のうえ、各資産への加算を

行う。 

 

（受贈資産、除却資産の調査及びデータ作成） 

第 35条 開発行為等による寄贈を受けた受贈資産及び除却資産の調査は、次のと

おり実施する。 

（１） 受贈資産 受贈資産については、取得時期、取得原因、取得内容等を 

調査の上、取得価額の推定を行う。推定にあたっては、実績単価表を使用するが、



実績単価表に拠りがたい場合や、類似工事のない場合は、仮想設計により現時点

での価格を求め、デフレータを用いて取得価額を決定する。なお、当該受贈資産

情報を「受贈資産一覧表」として整理する。 

 （２） 除却資産 除却資産については、設計書、工事関係資料、下水道台帳図、 

竣工図、受贈関係資料及び資産整理図をもとに、除却済みと判断した施設情報を 

調査抽出し、当該除却資産情報を「除却資産一覧表」として整理する。 

 

（不明資産の調査及びデータ作成） 

第 36条 受注者は、設計書、工事関係資料、下水道台帳図、竣工図及び受贈関係

資料等で確認できなかった資産については、不明資産として、発注者と受注者で

協議のうえ、施工年度、取得原因、取得価額の特定及び推定を行う。 

２ 工事関係資料により、工事請負額が個別に把握可能な場合は、把握可能な資産

単位の中で、請負額に合わせて、工事毎に不明資産の取得価額を設定する。 

３ 推定にあたっては、実績単価表を使用するが、実績単価表に拠りがたい場合や、

処理場設備など類似工事のない場合は、仮想設計により現時点での価格を求め、

デフレータを用いて取得時価額を決定する。なお、当該不明資産情報を「不明資

産一覧表」として整理する。 

 

（固定資産評価及び減価償却費の算出） 

第 37条 受注者は、前条までで分類整理された資産について、取得時期、取得価

額、耐用年数、同条２項による減価償却計算をもとに、企業会計仮開始時の平成 

２９年４月１日現在における帳簿価額を算定する。 

２ 減価償却計算は、下記によるほか、関係法令に準拠する。 

  ①減価償却方法  定額法（量水器については、取替法） 

  ②残存価額  取得価額の 10％（量水器については、取得価額の 50％） 

③耐用年数  法定耐用年数（地方公営企業法施行規則及び財務局長通知準拠。

ただし、それに拠りがたい場合は、別途発注者と受注者で協議

するものとする。） 

  ④減価償却限度額  取得価額の 95％（量水器については、取得価額の 50％） 

  ⑤企業開始時資産  企業開始時の資産は、帳簿原価を償却したものとする。 

３ 前項までにより、年度別の「固定資産一覧表」を作成する。作成にあたっては、

必要に応じて、発注者の指示を受けること。 

４ 固定資産一覧表の作成にあたり、資産を取得するために充てられた、補助金及

び負担金等の財源を控除した金額が長期前受金の額となるため、各資産に対して、

補助金及び負担金等の財源の金額が、明瞭に分かるよう管理できるように作成す

る。 

５ 「年度別減価償却費推移表」及び「年度別長期前受金戻入額推移表」を作成 

する。 

 

 



 

（固定資産管理単位と下水道台帳システムとの調整） 

第 38条 受注者は、管路施設について、下水道台帳と固定資産情報を連携し、固

定資産の除却及び改良工事の実施について効率化を図るため、固定資産評価後、

資産毎に、位置の特定と下水道台帳システム上のデータとの確認を行う。なお、

位置データは、発注者が提供する図形データ（(株)両備システム・独自データ形

式）に、資産登録番号を付番する。このとき、図形データの有無や位置が異なる

場合があるときは、発注者の担当者へ修正箇所を提示し整理する。 

 

（固定資産管理図の作成） 

第 39条 受注者は、管路施設に係る資産の重複、欠落等の防止及び調査結果を整

理するため、管渠、人孔、建物、構築物、機械及び装置等に対して、下水道台帳

をもとに「固定資産管理図」（消し込み図）を作成する。処理場、マンホールポ

ンプ設備等についても、現有資産の把握のため同様に作成する。この際には、下

水道台帳システム等必要に応じてデータベースを活用することができる。なお、

データベースの活用のための図形データ（Shape形式）変換・データ抽出等の費

用（見積額 1,814,400円（税込））については、受注者の負担とする。 

２ 設計書等に添付された設計図等をもとに、調査対象工事の施工位置を特定し、

固定資産管理図に、工事番号若しくは資産登録番号を記載する。また、工事位置

が分かるように着色し、設計書の工事内容と図面の記載内容が相違ないか確認す

る。 

 

 

第３章 固定資産管理システムの構築業務 

 

（固定資産管理システムの構築） 

第 40条 受注者は、資産調査・評価を行った資産の登録から取得・除却・減損・

資本的支出などの異動管理及び減価償却計算等の固定資産を総合的に管理する

ための固定資産管理システムを構築する。 

 

（固定資産管理システム操作マニュアルの作成） 

第 41条 受注者は、固定資産管理システムを操作するためのマニュアルを作成す

る。 

 

（固定資産管理システムへの登録） 

第 42条 受注者は、調査及び評価した固定資産データを固定資産管理システムに 

コンバート可能なデータ形式で作成し、固定資産管理システムへ登録を行う。 

 

 

 



第４章 企業会計移行支援業務 

 

（目的） 

第43条 受注者は、企業会計移行に伴い必要な事務手続き等を円滑に進めるため、

発注者の支援を行う。 

 

（作業項目） 

第 44条 企業会計移行支援業務における作業項目の主なものは、次の各号のとお

りとする。 

（１）打ち切り決算 

（２）企業会計移行年度の予算調製 

（３）開始貸借対照表の作成 

（４）その他企業会計移行に必要な業務（勘定科目の設定、条例・規定・規則等

の制定及び改廃、職員研修は含まない。） 

     

（打ち切り決算） 

第45条 受注者は、企業会計仮移行前年度の下水道事業特別会計の打ち切り決算に

関する支援を行うものとする。また、外部説明に必要な資料の作成を行うものと

する。 

 

（企業会計移行年度の予算調製） 

第46条 受注者は、企業会計仮移行年度の予算調製に関する支援を行うものとする。

主な業務は以下のとおりとする。 

（１）予算書の記載事項の整理 

（２）現行会計予算と企業会計予算の相違点の整理 

（３）企業会計方式で新たに発生する費用の整理 

（４）一般会計繰入金の整理 

（５）経費負担区分の整理 

（６）予算の実施計画の作成 

（７）特例的収入及び支出の整理 

（８）補てん財源の整理 

（９）資金計画の作成 

（10）外部説明に必要な資料の作成 

（11）その他（業務に係る質疑応答等） 

 

（開始貸借対照表の作成） 

第47条 受注者は、企業会計へ仮移行する時点における貸借対照表の作成に関する

支援を行うものとする。主な業務は以下のとおりとする。 

（１）企業会計仮移行前年度における見込み決算書の作成 

（２）見込み決算に伴う未収金、未払金及び引継金の整理 



（３）企業会計仮移行前年度の打ち切り決算時における歳入不足による一時借入

の整理 

（４）予算繰越等の整理 

（５）開始貸借対照表における残高の整理 

（６）外部説明に必要な資料の作成 

（７）その他（業務における質疑応答等） 

 

（その他企業会計移行に必要な業務） 

第48条 受注者は、企業会計移行事務手続き全般について、発注者の求めがあった

場合は支援を行うものとする。 

 

 

第５章 照査 

 

（照査の目的） 

第 49条 受注者は、業務を施行する上で技術資料等の諸情報を活用し、十分に整

理することにより、業務の高い質を確保することに努めるとともに、さらに審査

を実施し、固定資産調査及び評価に誤りがないよう努めなければならない。 

 

 

（照査の体制） 

第 50条 受注者は、遺漏なき照査を実施するため、下水道事業の固定資産評価及

び地方公営企業への移行に精通し、十分な技能と経験を有する者を照査技術者と

して配置しなければならない。 

 

（照査事項） 

第 51条 照査技術者は、業務全般にわたり次の各号に掲げる事項について照査を

実施しなければならない。 

（１）基本条件の確認 

（２）業務計画（実施方針及び実施手法等）の妥当性の確認 

（３）固定資産評価及び減価償却費算出結果の確認 

（４）成果品の確認 

 

 

第６章  調査資料 

 

（調査資料） 

第 52条 本業務を遂行するための調査資料は次のとおり。 

（１） 設計書 

（２） 完成図書 



（３） 工事等の契約書 

（４） 工事情報等資料 

（５） 下水道台帳 

（６） 受贈資産に関する資料 

（７） 補助金関係書類（交付申請書、決定書、完了実績報告書等） 

（８） 起債関係書類（計画書、借入書等） 

（９） 決算書 

（10） その他関係資料 

 

（調査資料の貸与） 

第 53条 調査資料については、下記に掲げる調査資料を除き、発注者から受注者

へ貸与する。貸与を認めない調査資料については閲覧扱いとする。 

（１） 下水道台帳 

（２） 決算書（一部） 

（３） その他発注者の都合により貸与ができないと判断された資料 

２ 本業務において、発注者から貸与できると判断された資料について、受注者は

必ず借用書を提出しその重要性を認識し良識ある判断に基づき、資料等の汚損、

減失及び盗難等の事故のないように取り扱い、使用後は速やかに返却するものと

する。 

 

（調査資料の閲覧） 

第 54条 調査資料の閲覧については、別途受注者が閲覧できる作業室を発注者に

て用意する。本業務においては、資料の貸与を一部認めていないため、受注者は

作業室にてその資料を閲覧すること。なお、受注者が作業室において、本業務を

行うことは認める。 

 

（作業室） 

第 55条 発注者にて用意する作業室の概要は下記のとおり。 

（作業室１) 

場所 津山市山北５２０番地 

津山市役所 ６Ｆ 下水道課 

室面積 ４９㎡ 

使用時間 平日（祝日を除く）の勤務時間内（8:30～17:15） 

その他  作業台配置済 

２ 作業室の使用については、受注者は発注者の指示に従わなければならない。 

３ 作業室において設計図書等のコピー、コピーの持ち帰りは認めるが、コピー機

の持ち込み、コピーにかかる経費は受注者において負担すること。 

４ 作業室の使用について、本業務の遂行上必要が生じた場合は、発注者と受注者

において別途協議する。 

 



 

（調査資料の整理及び廃棄） 

第 56条 受注者は、発注者の指示する場所へ発注者の指示する方法により調査資

料の整理を行う。また、発注者の指示する調査資料について、発注者の指示する

方法により廃棄を行う。 

 

第７章  成果品 

 

（成果品の引き渡し） 

第 57条 業務完了後に成果品の検査については、発注者が実施し、検査の合格を

もって全ての引き渡しを終了するものとする。 

 

（成果品の帰属） 

第58条 成果品のデータ等に関する所有権は、すべて発注者に帰属するものとし、

受注者は、発注者の承認を得ずして他者に公表、貸与又は使用してはならない。 

 

（著作権） 

第 59条 本業務に係るデータ等の著作権は、本業務に係るデータ等の引渡しをも

って、受注者から発注者に移転するものとする。ただし、システムのプログラム

に関する著作権は除くものとする。 

 

（成果品） 

第 60条 本業務の成果品は、次の各号のとおりとする。提出部数は、発注者との

協議により決定する。 

 

（１） 業務報告書（「固定資産分類基準」を明記した固定資産調査及び評価を 

実施するためのマニュアルを含む） 

（２） 調査状況報告書（設計書を確認したことが分かる資料を含む） 

（３） 年度別節別歳入歳出決算額一覧表 

（４） 建設支出・財源総括表 

（５） 収集資料一覧表 

（６） 固定資産評価マニュアル 

（７） 年度別工事一覧表 

（８） 予算科目・勘定科目一覧表 

（９） 受贈資産一覧表 

（10） 除却資産一覧表 

（11） 不明資産一覧表 

（12） 固定資産一覧表 

（13） 財源区分別固定資産一覧表 

（14） 年度別減価償却費推移表及び年度別長期前受金戻入額推移表 



（15） 固定資産管理図 

（16） 固定資産データ 

（17） データ等を記録した電子媒体 

（18） 作業月報 

（19） 打合せ記録簿 

（20） 固定資産管理システム  

（21） 固定資産管理システム操作マニュアル 

（22） その他発注者の指示する資料 

 

(成果品の納入場所及び納入期限) 

第 61条 本業務の成果品の納入場所及び納入期限は、以下のとおりとする。 

 (１) 納入場所 津山市役所都市建設部下水道課 

 (２) 納入期限 下記のとおり 

 

成  果  品 納 品 時 期 

１ 業務報告書 平成２９年３月３１日 

２ 調査状況報告書 平成２８年５月３１日 

３ 年度別節別歳入歳出決算額一覧表 平成２７年３月３１日 

４ 建設支出・財源総括表 平成２７年３月３１日 

５ 収集資料一覧表 平成２７年３月３１日 

６ 固定資産評価マニュアル 平成２６年１０月３１日 

７ 年度別工事一覧表 平成２７年３月３１日 

８ 予算科目・勘定科目一覧表 平成２７年３月３１日 

９ 受贈資産一覧表 平成２８年３月３１日 

10 除却資産一覧表 平成２８年３月３１日 

11 不明資産一覧表 平成２８年３月３１日 

12 固定資産一覧表 平成２８年３月３１日 

13 財源区分別固定資産一覧表 平成２８年３月３１日 

14 
年度別減価償却費推移表及び年度

別長期前受金戻入額推移表 
平成２８年３月３１日 

15 固定資産管理図 平成２８年５月３１日 

16 固定資産データ 平成２８年５月３１日 

17 データ等を記録した電子媒体 平成２８年９月３１日 

18 作業月報 当該作業翌月の１０日まで 

19 打合せ記録簿 当該打合せの日から７日以内 

20 固定資産管理システム 平成２８年５月３１日 

21 固定資産管理システム操作マニュアル 平成２８年５月３１日 

22 その他発注者の指示する資料 発注者が指示する時 

 


